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放射性物質の下水処理施設

における挙動と対策

下水道研究部 下水処理研究室 研究官對馬 育夫(博士)
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福島第一原子力発電所事故に伴い飛散した放

射性物質が東北･関東を中心とする多くの下水

処理施設にも深刻な影響を与えている。地表に

降下した放射性物質が下水道を介して下水処理

施設へ流入するため、下水汚泥等から濃縮され

た放射性物質が検出されている。通常、下水汚

泥は約8割がセメント化等に有効利用され、残り

が埋立処分されるが、放射性物質を含むこれら

の下水汚泥は有効利用も埋立処分も行うことが

できず、12都県において約100,000tの下水汚泥

が保管されている（2012年３月時点）。

国総研では、下水処理プロセスにおける放射

性物質の挙動調査を行うとともに、放射性物質

を含む下水汚泥の安全な取扱に関する検討を行

った。その結果、流入下水中に含まれる放射性

物質は雨天時に高濃度になることが確認された。

また、下水処理場内に流入した放射性物質は主

にエアレーションタンクにおいて保持されてい

ること、汚泥濃縮過程で、9割以上の放射性物質

が濃縮汚泥に移行することを明らかにした。ま

た、下水汚泥の安全な取扱に関しては「下水道

における放射性物質対策に関する検討会」(国交

省)において、保管や減容化に関する技術的な対

策手法を提示した。

今後、提示した手法を基に、保管汚泥の再利

用･処分を現実に進めることが期待される。
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東北地方太平洋沖地震津波による

河川堤防の被害調査報告
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１．はじめに

今次津波の被害を受けて「河川への津波遡上

対策に関する緊急提言」が取りまとめられ（河

川津波対策検討会、平成23年8月）、河川管理に

おける津波外力の扱い、施設計画における堤防

高の考え方等が整理された。平成23年10月末に

は「津波防災地域づくりに関する法律案」が閣

議決定され、津波浸水想定に基づいて地域を津

波から防御するための計画が策定されることと

なった。こうした背景を踏まえ、海岸堤防と一

連の堤防システムとして、河川堤防も所定の機

能を果たすことが求められるが、それを具体化

する上で、河川堤防はその構造から越水に対し

て極めて脆弱であることを考慮する必要がある。

例えば、施設計画上の津波をやや超える規模の

津波が作用した場合には河川堤防区間でも一時

的な越水の発生が予想され、それに対する挙動

を知ることが重要である。この点を踏まえて、

地震直後に実施した北上川や阿武隈川等の被害

状況調査の結果を振り返り、津波による河川堤

防被害の特徴を再整理した。

２．津波による河川堤防の被害の特徴

現地調査結果に加え、東北地方整備局や国土

地理院による津波遡上の痕跡、航空写真、映像

などの各種データを用いて、津波遡上時の水位

や流れの向きを整理するとともに、それらの情

報を関連付けて、堤防等の被災の形態や程度に

ついて、以下の通り整理した。

①破堤に次いで被災の程度が大きい被災形態は

越水による堤内側のり面の侵食であり、河道

内の津波遡上に伴う流れによる川側のり面の

侵食では、概して堤防断面を大きく減じるよ

うな被災には至っていなかった。

②約1ｍを超えると推定される越水を受けなが

ら破堤に至らなかった理由の一つは、のり尻

およびのり面の侵食を抑制するウォーターク

ッションの効果であったと推定された。

③津波遡上時に生じるのり面前面の流れは高流

速であってもその継続時間が短いため、のり

面侵食は植生によって抑制される場合がある。

以上より、河道内を遡上・流下する津波の流

れによる堤体の侵食は越流によるものに比べて

概して小さく、越流に対して脆弱であることを

改めて確認する結果となった。また、津波の遡

上方向に沿うようにして配置された堤防では、

越水深のみでなく、ウォータークッションの効

果の大きさに係わる堤内外の水位差とその継続

時間を考慮することが重要であると考えられた。

３．おわりに

現地調査によって得られた結果は、これまで

に活用できた情報を組み合わせて推定したもの

である。この推定結果の確度を高め、構造形式

等の違いによる越水時の河川堤防の応答を把握

するため、地震前後の航空測量データ等を用い

て河川堤防の変形実態をより詳細に把握する予

定である。
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